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産業構造審議会 グリーンイノベーションプロジェクト部会 

第１７回エネルギー構造転換分野ワーキンググループ 

議事録 

 

◼ 日時：令和5年8月23日（水）9 時00分～12時15分 

◼ 場所：経済産業省別館2階第238会議室＋オンライン（Webex） 

◼ 出席者：平野座長、伊井委員、馬田委員、佐々木委員、塩野委員、高島委員、林委員、  

 平谷委員 

◼ 議題： 

1. 個別プロジェクトに関する研究開発・社会実装計画（案）について 

「再エネ等由来の電力を活用した水電解による水素製造」（資源エネルギー庁 水

素・アンモニア課） 

2. プロジェクト実施企業の取組状況等（質疑は非公開） 

① 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

② 旭化成株式会社 

③ 山梨県企業局・東京電力ホールディングス・東レ株式会社 

④ 東レ株式会社 

  3.  総合討議（非公開） 

◼ 議事録： 

○平野座長  それでは、定刻になりましたので、ただいまより産業構造審議会グリーン

イノベーションプロジェクト部会エネルギー構造転換分野ワーキンググループの第17回会

合を開会いたします。 

 本日は、対面・オンラインのハイブリッド開催となります。 

 委員の出欠については、８名の委員が御出席ですので定足数は満たしております。関根

委員、それから西口委員は、本日は欠席となります。 

 それでは、本日の議事に入る前に、本会議の注意点について事務局から御説明をお願い

します。 

○笠井室長  おはようございます。本日は、プロジェクト担当課からのプロジェクトを

取り巻く環境変化、社会実装に向けた支援の状況の説明を行わせていただきまして、いつ

もどおりモニタリングの会議をさせていただきます。併せまして、今回プロジェクトへの

取組内容の追加ということを、加速・拡充について行いたいと考えていますので、この点
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について御説明をいたしたいと思います。この点、担当課としましては、今回の加速・拡

充については、本プロジェクトで実施中の事業と一体的な取組というふうに考えておりま

すことから、事業の実施者への増額による契約変更を行いまして推進するということを想

定してございます。今回は、その内容について御審議いただきたいと、このように考えて

おります。 

 また、実施企業の方々にお越しいただきまして、モニタリングでの意見交換を踏まえた

取組状況に関しての御説明をいただき、今回も意見交換をいただきたいと、このように考

えてございます。 

 また、実施企業との質疑応答及びその後の総合討議のセッションにつきましては、企業

の機微情報に触れる可能性があることから、「議事の運営について」に基づきまして、座

長と御相談の上、非公開で進めることとしております。このため、会議は一部YouTubeに

よる同時公開としまして、非公開の部分につきましては議事概要にてポイントを記載し、

後日公表することとしております。また、会議資料は経済産業省ホームページに掲載をい

たします。 

 以上です。 

○平野座長  それでは、早速ですが議事に入りたいと思います。議事に先立って、本日

の議論の進め方について、こちらも事務局から御説明をお願いします。 

○笠井室長  資料の２と３を御覧いただければと思います。いつもお配りしている資料

になりますので、詳細御説明は割愛したいと思いますけれども、今回、先ほど申し上げま

したとおり、プロジェクトの一部拡充・加速を行いたいということでありまして、その点

につきまして本日担当より御説明をさせていただいた上で、その内容についての御審議を

いただきたいと、このように考えてございます。そういう意味では、通常最近開催してお

りますモニタリングの会議に加えまして、当初行っておりました案件の組成の観点、こう

いった観点からも本日御審議いただきたいと、このように考えてございます。 

 私からは以上です。 

○平野座長  それでは、「再エネ等由来の電力を活用した水電解による水素製造」プロ

ジェクトを取り巻く環境変化、社会実装に向けた支援の状況及びプロジェクトにおける取

組の加速・拡充について、プロジェクト担当課のほうから御説明をお願いします。 

○日野水素・アンモニア課長  よろしくお願いいたします。 

 お配り申し上げました資料４に沿いまして、アップデートも含めまして御説明をさせて
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いただきたいと思います。私、水素・アンモニア課長をしております日野と申します。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 ページをおめくりいただきまして１ページ目でございますが、アップデートのポイント

ということでまとめさせていただいております。 

 釈迦に説法ですけれども、水素社会実現に向けた動きは、世界中で加速しております。

直近で言うと、７月にはドイツも、水素戦略というものをもともと持っておったのですけ

れども、改定いたしまして、水素製造の目標を倍にし、従来の５ギガワットから、10ギガ

ワットの製造能力を目指すということでございますし、ウクライナの情勢を受けて、ＥＵ

全体がＲＥＰｏｗｅｒＥＵで水素の製造目標を倍増していたという大きな流れがあり、い

わゆるこの水素では最も進んでいると思われるドイツも、こうした形で具体的に国の戦略

を改定したということでございます。後ほど御説明させていただきますけれども、アメリ

カではＩＲＡで水素生産に非常に大きな税額控除がつくということだったり、重ねてです

けれども、ＥＵでハイドロジェンバンクの設立が既にフォンデアライエン委員長から発表

されており、こういったものを通じて、いわゆる化石燃料との価格差というものを克服し

ていくための支援が現在進んでおります。 

 制度設計だけではなくて具体的な案件も出始めているというところでございまして、水

素製造プラントの建設計画の発表も相次いでいますし、実際に動き始めた案件が出てきて

いるということでございます。計画はたくさん出ており、そのうちＦＩＤした件数は数％

ですけれども、実際、着実に進んでおると我々としては考えております。雨後のタケノコ

のように計画の発表だけが出てきて一切進んでいないかというと、実際のところそうでは

ないということでございます。 

 翻って日本の動きでございますけれども、今年の６月、水素基本戦略を改定いたしまし

て、私どもも水素の導入目標であったり、産業政策との一体性に鑑み、水電解装置の導入

目標も新たに検討し、日本国内だけではなくて国内外でしっかり展開をしていきたいと方

針を改めて大きく定めたところでございます。 

 ということで、ここの３黒ポツ目に書かせていただいておりますけれども、いわゆる脱

炭素とエネルギー安定供給は当然のことながら、経済成長というところも「一石三鳥」を

狙って、部素材、水電解装置だったり、もともと日本が強い燃料電池、こういったコア技

術が国内外で展開されることを目指していく。ひいては、産業政策にも裨益がありますし、

当然ながら今言われておる安全保障、いわゆるエネルギーの生産元というところにもしっ
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かり日本の技術というものが入っていくということを目指していきたいと思ってございま

す。 

 ４つ目の黒ポツでございますけれども、当然先ほど御紹介したような化石燃料との価格

差をどう克服していくのかというところも我々としては政策として取り組みたいというと

ころでございます。 

 一番最後の黒ポツで、前回、非常にこのワーキンググループのときに御指摘をいただい

た国際標準に取り組ませていただいております。 

 大きく２つありまして、１つはクリーン水素の基準が国際的には議論されており、この

ＩＳＯ化が始まりました。ここに日本として積極的に参画しておりまして、取りまとめは

フランスなんですけれども、日本がかなりドラフトを書くというところも含めて積極的に

やらせていただいております。また、後ほど産総研さんも御紹介をされると思うんですけ

れども、水電解装置に関する標準で、日本が各国から排除されないための標準という形で

しっかり、日本の強み、水電解装置で言うと負荷追従性が高いなど、そうしたことを目指

しておったりもするんですけれども、こういう技術の強みを目指した標準化をする仲間づ

くりを今始めておりまして、こうしたことをしっかり頑張っていきたいと思います。まだ

ここはようやく取組が始まったということなので、ＩＳＯの何ができましたということで

はまだないんですけれども、途中経過として御報告をさせていただきたいと思います。 

 ページをおめくりいただきまして、２ページ目でございます。世界の動向というところ

で、欧州は、ＲＥＰｏｗｅｒＥＵなどを書かせていただいておりますけれども、やはり大

きいのが一番下に黄色でハイライトをさせていただきました「欧州水素銀行」の構想だと

思います。いわゆる化石燃料との価格差を埋めていくというところで、ハイドロジェンバ

ンク─直訳すると水素銀行ですけれども、いわゆる基金、ファンドのイメージですね。こ

こにＥＵのお金が入り、そこから各国の政策におそらくお金が入っていくだろうと。ドイ

ツでＨ２Ｇｌｏｂａｌという水素輸入のスキームができましたけれども、ここもハイドロ

ジェンバンクの提携が６月に発表されており、おそらくハイドロジェンバンクからのお金

を使ってドイツのＨ２Ｇｌｏｂａｌの価格差支援の財源に使われるのではないかと予測で

ございますが、こういった計画が具体化しておるということでございます。予算もついて

おりますし、これは順次、おそらく様々な財源、ＥＵ─ＥＴＳだったり予算が組まれると

思いますので、こういうものがハイドロジェンバンクに入っていくのではないかというこ

とでございます。 
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 ドイツは、先ほど申し上げましたように水素の戦略を改定いたしまして、水素の製造能

力を引き上げてございます。併せて、ドイツはもともと水電解装置の量産化に早くから取

り組んでおりますし、３つ目の黒ポツ、Ｈ２Ｇｌｏｂａｌですが、これは前からドイツは

もう立ち上げておりますが、具体的にも進んでおりまして、初回の入札がそろそろ発表さ

れ、輸入が来年末には始まるということでございます。こちらも２次募集までの予算とい

うのは組んでおりますけれども、内々に聞いておるところだと４次募集ぐらいまで予算が

どんどんつく予定であり、当局としては順次拡大をしていく形でやっておる模様でござい

ます。アメリカは、申し上げるまでもなくＩＲＡ法案で水素の製造に関して税額控除がな

されていて、計算をすると大体、本当に化石燃料と同等ぐらいの価格で水素が生産できて

しまうというような制度がスタートしております。具体的にこれはまだガイダンスという

ものが、要は詳細設計みたいなものがもうちょっとすると出ると言われていながらまだ出

ておりませんが、出てくると、これは今計画だけが発表されているものが多いですけれど

も、一気におそらくＦＩＤとかが行われるであろうというふうに言われてございます。 

 イギリスでございますけれども、ここはＣfＤ（差金決済契約）スキームというものを

もともと施行しておって、その先行プロジェクトとして、国内の水素製造とかのプロジェ

クトも実際に採択など進んでおるんですけれども、その先として、いわゆる制度としてこ

ういうものをサポートしていくというような法案が出ております。今は夏休みで審議が止

まっているみたいですけれども、こういったものも準備されておるということでございま

す。 

 併せて、ちょっとここに書かせていただいていないですけれども、ドイツも戦略で、実

は水素に関して法律を2023年中に立ち上げてインフラ整備などを進めるということも記載

をされておりますし、いわゆる新資源国、インドであれば当然水電解装置をメイク・イ

ン・インディアですか、インドでやりたいということだったり、当然再エネが安いという

ことが売りですので、今度はいわゆる、今までインドはエネルギーの輸入国でありますけ

れども、輸出国として頑張ろうとしているということでございます。というのが、世界の

全体の最近の動きをざっと概観させていただきました。 

 ３ページ目でございます。今回の御説明に関係するところとして、水電解装置の大型化

が進んでおるというところで幾つか御説明をさせていただければと思っております。 

 水電解はもう言わずもがな、水素にとってはコア技術ですけれども、２つ目の黒ポツで、

大規模水素プラントの建設計画の発表というのが相次いでいて、先ほど申し上げたような
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形で制度も具体化し始めているので、水素の量産体制の構築支援というのが世界でもかな

り進んでおります。ドイツでも先ほど申し上げたプログラムを利用しながら進んでいます

し、実際にプロジェクトそのものもギガクラスになっております。 

 実際にＦＩＤをした分かりやすい例ということで、左側の日本チームも頑張ってはいる

のですけど、やっぱり右側ですね。見ていただくと、シーメンスではベルリンにいわゆる

ギガファクトリーの建設がもう始まっているということでございますし、下のほうにあり

ますけれども例えば中東も非常に水素の生産に力を入れておるというところでして、この

ＮＥＯＭですと実際にプロジェクトが、これはＦＩＤしてオフテイカーも決まったという

報道が出ておりますけれども、こういったプロジェクトがもう動き始めておるということ

でございます。できますれば、日本チームとしてもこういったところの海外の需要という

ところを取っていきたいと思っておりますし、そうは言いながらも、実は残念ながら日本

にはこういう工場の量産体制というのはまだ確立をされていないところが大多数というと

ころが現状にございます。 

 というところで、次のページをおめくりいただきまして４ページ目でございますけれど

も、繰り返しとなりますが、そういった状況の中で日本は水素戦略をやっておって、最近

改定をいたしましたということで、次のページですけれども、その制度をより強固に具体

化するものとして、最近ＧＸ２号と言わせていただいておるものが成立をいたしておりま

す。ここで言うと２０兆円のＧＸ経済移行債というものが発行されることが決まったとい

うことなので、こういった支援、いわゆるＧＸ移行のための枠組みも、より水素社会実現

に向けて具体化をしながらいろいろ政策を進めていきたいということですし、下のほうに

書かせていただいていますけれども、水素基本戦略においての目標も2040年の目標という

ものも併せてつくってございます。 

 次のページですけれども、「水素基本戦略」の改定のポイントというところで、今年の

６月に改定をしております。どういったものを柱に据えておるかというと、１つは水素生

産の目標というものを2040年1,200万トンと定めるとともに、水電解装置の導入目標とい

うものを15ＧＷとかなり野心的に引き上げてございます。そういったものを踏まえて、水

素産業戦略というところで水素基本戦略の柱として水素基本戦略にぶら下がる形で、産業

戦略と保安戦略というものを一緒に位置付けて一体的に推進をしていこうということで掲

げさせていただいております。繰り返しになりますけれども、産業戦略として技術で勝っ

てビジネスでも勝つというところで、実際に先ほど申し上げたような水電解であったり燃
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料電池であったりというものを広く国内外に展開をしていきたいということでございます

し、保安戦略をこれから具体化をさせていただきたいと思っているところですけれども、

より水素の大量普及・大規模利用に向けていろいろ制度を整備していかなければいけない

ということでございます。 

 そのための器として、一番下に記載しておりますけれども、規制・支援一体型の制度を

整備したく、今準備を進めておるところでございます。具体的に申し上げると、いわゆる

水素の供給サイドであれば化石燃料との価格差を克服するための支援のスキームでしたり、

先ほどクリーン水素の国際標準のお話をさせていただきましたけれども、こういった国際

標準にのっとった形で流通する水素をクリーン化していくという規制も併せて検討してい

けないかということでございますし、保安の制度整備というものもやっていきたいという

ことでございます。逆に、水素の利用側においても、省エネ法などを活用し、実際に需要

の喚起、これは世界的にも課題になっておるところですけれども、水素の生産計画だけが

非常に先行して、では需要サイドのインセンティブをどうするんだというのが課題ににア

プローチしうる枠組みを現在準備中というところでございます。 

 ページをおめくりいただきまして次のページ、クリーン水素について、先ほども申し上

げさせていただきましたが、前回いろいろと御指摘をいただきまして、まずクリーン水素

の認証について、国際標準ＩＳＯを積極的にドラフト作成も含めて日本がやっておるとい

うところでございます。、今年のＧ７の札幌のエネルギー大臣会合とその後の広島の実際

のサミットで、クリーン水素の普及というものを進めていこうと。そういったものの貿易

取引を活性化していこうということで、実はコミュニケにも入れさせていただいておって、

クリーン水素の標準というものを進めているというところでございます。後ほど産総研さ

んからもありますけれども、実際に日本の水電解の頑張ろうとしているところというのは、

部素材の強さを活かして、これからの水素はグリーン水素の生産が大量に始まるわけです

けれども、当然グリーン水素ということは再エネでつくりますので、いわゆる出力の変動

があると。こういったものにより対応する形で水素が製造できるというところを活かしな

がら、標準というものを何らかつくっていけないかということを考えておるということで

ございます。 

 ページをおめくりいただきまして、それで今回追加ということで御審議をいただきたい

と思っておる内容でございます。先ほど、水素の製造のプロジェクトの大規模化というこ

とを言わせていただいたんですけれども、やはり水電解、今まで水素というのはそれまで
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地産地消というか、製造してその近傍で使いましょうという形で、基本的に進んでおった

のですが、各国の取組もあって、やっぱり水素の製造を大規模に行い、大規模にどこかに

輸送して消費をしようという、いわゆる使い方が化石燃料みたいになってきたということ

でして、水素の製造プロジェクトはギガワット級になっておるということなので、さっき

ギガファクトリーのお話も申し上げましたけれども、装置の生産ラインももうギガスケー

ルで始まるというお話がもう出てきております。 

 そういったときに、これは具体的にＰＥＭ型の膜でございますけれども、ポリマー製造

はラボライン、電解質膜製造はパイロットラインというところまでＧＩ基金を念頭に置い

ておって、ゆくゆくはこのポリマー製造の拡大もも考えていかなければいけないと思って

おったところなんですけれども、実はこういったところのニーズが非常に出てきておると。

片や、この膜の技術そのものは非常に難しいということもあって、ここのラボラインを拡

張し、パイロットラインまで持っていくというものに関して、まだ非常に、これは私が申

し上げるよりもこの後企業さんに聞いていただければと思いますけれども、重合・精製技

術が確立しておらず、また、ここも本当にまだうまく行くか分からないというような状況

があるということなので、このパイロットラインを目指したいけれども、まだそこにはか

なりリスクがあるということでございます。こういったものに今回チャレンジをさせてい

ただけないかというのが一つの中身のところでございます。これができると、いわゆる世

界のギガファクトリーにおいてこういう生産ラインというところに入っていけるというこ

とを期待しておるところでございます。 

 ページをおめくりいただきまして次の８ページ目でございますけれども、これが標準の

話でございまして、当時、ちょっと水電解装置について、当然いろいろなデータを取って、

どういった標準をつくっていくかということは産総研さんのほうで考えておられたわけで

すけれども、具体的にやっぱりここの分野が進んできて、いろいろ評価をするときの評価

機器の機能というものの拡充がなされていると。これは実は当初要求させていただいたと

きに、こういう機能がそもそもまだ世界で販売されていなかったけれども、こういうイン

ピーダンスに応じた劣化検証が追加で検討されるようなラインナップが出てきたというこ

となので、ここを追加させていただけないでしょうかというのがこちらになってございま

す。なので、ちょっと当時はそういう機能は発売されていなかったけど、こういったもの

のラインナップをそろえて、できるだけより緻密にデータを取ることで標準をつくること

に活かしていきたいということで、大きく申し上げて２つ、増額ということをさせていた
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だけないかということでございます。 

 詳細の数値とかは９ページにまとめさせていただいておりますけれども、政策動向全般

やその背景としては、私のほうからは以上になります。ありがとうございました。 

○平野座長  ありがとうございました。 

 それでは、質疑に入りたいと思います。いつものように、委員におかれましてはネーム

プレートのほうを立てていただければと思います。 

 では、塩野委員、どうぞ。 

○塩野委員  塩野でございます。詳細に御説明いただきありがとうございました。 

 今後ちょっと企業様にお伺いする手前のところでお伺いしたいんですけれども、ルール

メイキングという意味で、ＩＳＯの参加に関しましては結構進んでいるというか、しっか

りとやっているという御評価だというふうにおっしゃっていると思います。今後、例えば、

では産総研もやっていらっしゃることなんかは、ある種のサービスプロダクトをつくって

誰かに幾らで売らないといけないというほうにだんだんちょっと入ってくると思うんです

けれども、そこら辺のところで既に聞いていらっしゃることとか取組、需要というか、お

客さんは本当に評価制度プロダクトをつくった際に使ってもらえるのかというところはど

のようにお考えでしょうか。 

 以上でございます。 

○日野水素・アンモニア課長  おっしゃるとおりで、２つありまして、使ってもらわな

いと意味がないというのは全くそのとおりなので、やっぱり日本だけでこういうのをやっ

ていても正直意味がないと思っておりますので、実際にこういう日本の品質だったりを評

価し、かつ、やっぱり水素の消費国の人たちというのは大体ヨーロッパでありアメリカ─

─アメリカはちょっと国内製造かもしれないですけれども──ということで、そこには一

緒にやっていこうというお声がけをちょっとやらせていただいておるというところで、１

つの買ってもらう人の視点というのはそういうところにあるということと、逆に、後ほど

申し上げますけれども、そういったことをやっぱりルール化していきたいなというのを思

っております。後ほどご説明します。 

○平野座長  後ほど。ありがとうございます。 

 では、伊井委員、お願いします。 

○伊井委員  御丁寧な御説明をいただきましてありがとうございます。 

 私のほうから、水電解に関する新聞報道などを見ていると、日本って水電解がちょっと
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遅れているような報道を見るのですが、これがもし本当だとしたら、政策としてどういう

手当をされていくのかというのが１つ目のご質問です。これは、場合によっては、海外の

ほうが、見せ方が上手いだけで実は日本と同じ状況でそんなに進んでいないという可能性

もあるのかと思っています。そうなると日本のＰＲが上手くないことによって海外のエネ

ルギー製造元が日本のメーカーの技術を使おうと思っていない可能性もあるのかと考えて

おり、その部分の手当を日本としてどうされているのかが2つ目となります。この２点を

ぜひ教えていただければと思います。 

○日野水素・アンモニア課長  前半の何か政策的手当というのは、実は各社さんが今増

産投資というのを検討しておるので、そういったものを後押しするような支援を検討して

おるということでございます。 

 後者の、確かにＰＲ不足とか、確かに隣の芝はみたいなことが正直ある部分はあると思

っております。多分そこで一番もてはやされているのがさっき御紹介したシーメンスのギ

ガファクトリーだと思うのですけど。ただ、現実はやっぱり量産、例えば中国もかなり大

規模に、ニーズがあろうがなかろうが先にやっているのですよね。なので、ＰＲ不足はあ

りつつも、やっぱり現実は実際に進んでいるというようないわゆる見立てを我々としては

持っていると。なので、大体ありがちなのが、中国がいきなりドカンと生産して量をドカ

ンと出してくるということになってしまうといけないので、日本勢にも早く量産をお願い

しますというような形で、こちらも企業さんの投資決断を前向きに促すためにも別途施策

を手当したいという形で、今、夏に向けてやっております。 

○平野座長  平谷委員、どうぞ。 

○平谷委員  御丁寧な説明をありがとうございました。 

 私も、この水電解装置のスケール拡充が世界各国で行われているというところに関して

質問させていただきたいと思います。特にご質問させていただきたい点が、コストへのイ

ンプリケーションというところです。相当に各国でこの生産目標というところが上がって

いく中で、おそらくコストも、今回の各プロジェクトにおいて目標としているコストがあ

る一定のボリュームであったりだとか、現在の技術にのっとって出された将来的な目標が

あるかと思うんですけれども、こういうスケール上がっていく中で、コストのところの見

直し、そういったところに関して今どういう見立てがあるのか、ぜひ教えていただきたい

と思います。 

○日野水素・アンモニア課長  正直に申し上げるとまだそこまではできていなくて、量
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産化が成立したときには（PEM型水電解装置では）6.5万円程度になるだろうという見立て

の下でやっておるんですけど、まさにおっしゃるとおりなので、これからギガファクトリ

ーとかがどんどん世界で進んでいくとおそらく下がると思うんです。なので、やっぱりそ

こに、そのままそれに合わせてコストを下げていくのか、もしくは付加価値というものを

別途打っていくことでコストはこのままでいくのかということを考えていかなければいけ

ないと思います。それはまさに御指摘いただいたとおりですし、水素基本戦略とかそこに

連なるロードマップで検討していきたいと思います。重要な御指摘かと思います。 

○平野座長  ほかによろしいですか。 

 馬田委員、どうぞ。 

○馬田委員  御説明ありがとうございました。 

 海外の大規模なギガファクトリー、水電解装置の導入に関連する御質問なんですけれど

も、海外でこうした製造プロジェクトが進んでいく中で、日本の水電解の技術であったり

とか、各社様が入り込んでいく隙といいますか、どういうところを評価されればそうした

海外の大規模な製造プロジェクトとかに日本企業が入ってこられるのかというところに関

して、何か御知見とか、あるいはどういうところで入れていないのかというところに関し

て、もしあれば教えていただいてもよろしいでしょうか。 

○日野水素・アンモニア課長  残念ながら、そもそも入れていないというのが大きな現

状なのですけれども、ただ、実は膜とかは海外で、いわゆる大手、ここの資料にも書かせ

ていただいたようなところにも実は膜は日本のものが採用されていたり、触媒だったりも

そうでございます。ただ、部素材は強いからそこで入っているからいいですではなくて、

システム全体を取っていくというところを目指していかなければいけないと思っておりま

して、さっきいただいた電解の大型化だったり量産投資というところを狙っていく上では、

やはり電解の全体のシステムも取っていくという、部素材だけにとどまらないところを応

援したいというところを思っております。なので、部素材は確かに強いと思いますし、そ

れは世界もおそらく認める強さだと思います。これから多分プレゼンさせていただく企業

様が、この世界ナンバーワン効率とか言うのですけど。ただ、結局それは部素材を買いた

たかれる構造にしかならないので、そういったところの先もできるだけ見据えて、出てい

ってくださいという形で今やっているというところでございます。抽象的で申し訳ないで

すけれども。 

○馬田委員  いえいえ。部素材だけの強みにかかわらず、システム全体の強みをもっと
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強くしていただくことが必要だと。 

○日野水素・アンモニア課長  それは利益のり一定程度のポーションでしかないので、

システム全体というところがやっぱり大きいですし、そこのメンテナンスだったり、全体

の取り分で言うとやっぱり部素材だけではない部分が大きいのかなと思っております。 

○馬田委員  そこに対する日本政府側の支援などは何かお考えになったりするんでしょ

うか。 

○日野水素・アンモニア課長  はい。それは先ほどまさに委員に御指摘いただいた、そ

こを検討したいと思って今やっておるというところでございます。 

○平野座長  ほかはよろしいですか。 

 では、私のほうから１つ伺わせていただきたいんですけれども、課長のほうから、口頭

では中国の動きが少しありましたが、資料からはそこは省かれているんですが、実際やは

り中国は、国土上、政策上、非常に優位性を持って入ってくる可能性が高いと思ったほう

がいいと思うんですよね。ソーラーパネルとかは引合に出すまでもないんですけど、規模

から来るコストということで、世界を席巻するというようなことを、当然もくろんでいる

のではないかと思うんですね。それに対して、今中国に対するいろいろな安全保障等の問

題とか、そういう文脈が今入ってきているので、中国のものが非常にローコストに出てく

るんだったら、少なくとも汎用品としては大いに使えばいいのではないかという割り切り

でできるのか。やっぱりこれは、我々として国産でどうしても持っていかなければいけな

いのは特にシステムですね。というようなこと、先ほどの「一石三鳥」で言ったときに、

エネルギー安定供給、経済成長、脱炭素。脱炭素はそれでも達成することはできると思い

ますけれども、この辺のコンテクストをどう読んでいけばいいのかなというので少し御意

見を。 

○日野水素・アンモニア課課長  座長、すみません、またちょっとそれは後ほどでよろ

しいですか。 

○平野座長  後ほどというのは、最後のセクションでということですか。 

○日野水素・アンモニア課課長  はい。 

○平野座長  では、各委員からの質問はここで一旦打ち切らせていただいて、それでは、

プロジェクト推進に関して今後のさらなる検討、これはお願いをしたいということなんで

すが、計画変更に係る進め方に関しては事務局のほうから御説明をお願いいたします。 

○笠井室長  ありがとうございます。今、課長のほうから追加の取組、膜のところ、ポ
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リマーの製造技術のところと、それから産総研の評価技術の開発というところで取組の加

速・拡充の話がありました。この点については、今委員の皆様から特段これに反対をする

というような御意見はなかったかというふうに思いますので、この取組を進めていくに当

たっての研究開発・社会実装計画の変更につきましては今日の御提案の内容をベースとし

て、担当課とそれから我々事務局の間で調整をしまして、必要に応じて修正の上で、最終

的には座長に御確認をいただいた上で決定をしていきたいと、このように考えてございま

す。また、実際の契約に当たりましては、これはＮＥＤＯのほうでさらに必要な金額が幾

らなのかということをしっかりと精査した上で契約の変更を進めていくと、このようにし

たいと考えてございます。 

 以上でございます。 

○平野座長  ありがとうございます。ただいま笠井室長が御説明くださった進め方でこ

れをやっていくということでよろしゅうございますか。 

   （「異議なし」の声あり） 

 ありがとうございます。 

 それでは、ここから企業との議論に移りたいと思います。よろしいですか。 

 では、まず産総研からになるとは思いますので。 

 

   （国立研究開発法人産業技術総合研究所 入室） 

 

 本日は御足労いただきましてありがとうございます。それでは、資料に基づき、まず産

総研様のほうから御説明をいただいて、その後質疑応答に移らせていただければと思いま

す。よろしくお願いします。 

○産総研（村山副理事長）  おはようございます。産総研の副理事長を務めております

村山です。研究開発責任者として、所の研究全体を取りまとめております。今日はこの機

会をいただきましてありがとうございます。 

 １ページ目の資料に載っている組織としてのコミットメントについて御説明を申し上げ

ます。弊所は、社会課題解決と国際的な産業競争力強化をミッションとして研究開発に取

り組んでおりますが、日本全体のイノベーションエコシステムの中核役を果たすというこ

とを目指しております。それを実現するために、実は本年４月１日付で成果活用等法人で

あります株式会社ＡＩＳＴ Solutionsというものを設立いたしました。この会社は株式会
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社でありまして、企業様と同じ土俵・スピードで弊所の技術を社会実装するための組織で

ございます。マーケティングを強化するために、企業のプロを社員として採用して取り組

んでおるところであります。この水電解の技術もＡＩＳＴ Solutionsの事業の中の一つの

重要な項目ということを位置付けておりまして、ＡＩＳＴ Solutionsと産総研が今、力を

合わせて社会実装をより強化していくことを取り組んでおるところでございます。 

 水電解の技術は産総研のコア技術として位置付けておりまして、今後も強化する方向で

ありますが、具体的には昨年に引き続き人的な強化ということで、水電解の分野で国内屈

指の研究者を職員として採用しております。さらに国内外のアカデミアとの連携を強化し

ており、内部におきましても、所内にいます水電解に関わる研究者を本プロジェクトへ関

与するような人事マネジメントを今進めておるところでございます。産総研としまして、

水電解の評価拠点を展開し、再エネシステムの下で水電解システムの評価と開発によるイ

ノベーションエコシステムの実現、そしてそれによる社会課題解決と国内企業の国際競争

力強化に貢献することをコミットしてまいります。 

 この後、プロジェクトの実施状況につきましてはプロジェクトリーダーの古谷より説明

を申し上げます。お願いします。 

○古谷次長  おはようございます。よろしくお願いいたします。 

 それでは、進捗状況についてお話をさせていただきます。 

 その前に、非常に簡単ですけれどもプロジェクトのちょっとおさらい的なところであり

まして、目標のところをおさらいさせていただきます。 

 全体の目標といたしましては、水電解装置について大型のものが統一的に評価できるよ

うな指標をつくって、それで日本の製品のよさを世界にアピールできるようにしていくと

いうようなところが非常に大きなところであります。日本の各メーカーさんがなかなかや

りにくいというのは、大型であったりとか高圧であったり、あとは電源自身が海外の電圧

または周波数、そういったものを再現してこれを評価するというのは難しいので、そうい

ったようなところを、産総研の福島再生可能エネルギー研究所というところにそういった

設備を具備いたしまして、同時的な評価ができるような形に持っていくというのがこのプ

ロジェクトの目的になっております。 

 我々は今まで再生可能エネルギー自身を使ってきていますし、なおかつそれをＭＷ級で

シミュレーションして、システムを評価するというようなこともやっています。また、水

素については、再エネ水素をつくり、それをＭＣＨで貯めたり、アンモニアをつくったり、
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ＢＥＭＳシステムを使ったり、または水素エンジンみたいなものも我々は実際に手がけて

きておりますので、水素をつくるところから貯めるところ、または使うところも一貫して

経験を持っております。そういったところというのは今後の評価に必ず役立つと思ってい

ますし、逆に言うと、大きな再エネが再現できるような、または再エネがたくさん入った

ような電源系統を再現できるような設備を持っているようなところというのはほかには─

─まあ、電中研さんが赤城にありますけれども、末端機器としてこれをやっているような

ところはほかにもありませんので、我々としては唯一こういった評価ができるのではない

かと思いまして手を挙げさせていただいております。 

 その中で、今新しく、昨年度１年間で進捗した部分というのをこのメンバーの表でちょ

っと表現させていただいておりますけれども、まずは国際標準というのは非常に重要な部

分というふうに認識しておりまして、これについてはＩＳＯの水電解絡みの国内のカウン

ターパートというのをＨｙＳＵＴさんがやっておりますが、ここに国内委員会をつくる際

に我々のこのプロジェクトのメンバーがかなり関与いたしまして、このワーキングのメン

バーは私が全部声をかけて入っていただいたというような形で非常に協力をしております。

また、委員の先生方から、ＧＩ基金のほかの水電解との連携をしっかりしてくださいとい

うような話がありますけれども、これについても連携協議会というものを、ＭＥＴＩさん、

それからＮＥＤＯさんの御指導の下、産総研が公の立場なのでやるべきだろうということ

でお声がけをして、どういう連携をしていくか。我々は今設備を造っているところですが、

設備を造って評価をやっていく中で、ほかのプロジェクトさんとどう連携していこうかと

いう話を始めているところであります。 

 また、産総研内のメンバーといたしましては、先ほど村山のほうからも説明がありまし

たけれども、実際の研究員をこのプロジェクトにまた１人充てまして、これは説明があり

ましたけど、国内の横浜国立大学の光島先生という、水電解の分野で大家の先生のところ

の研究員を１名我々のほうに出していただいて、しっかりアカデミアとも連携できますし、

その先生は海外との連携も、ＩＥＡの委員会等々にもしっかり出るような方なので、リー

チができる形をつくり上げていくというようなところであります。 

 また、進捗といたしましては、大型水電解を実際にどう評価するかという設備を造ると

ころ、それから海外はどういうような状況かというのを調べるところ、それから統一的な

電解の手法としてどういうような項目をやればいいかというところ、それからアドバイザ

リー委員会で我々がやろうとしていることをしっかり諮っていただくということを、全部
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マルをつけさせていただいていますが、計画どおり進めているというような形になってお

ります。これはＮＥＤＯさんのワーキングを先日やっていただきましたが、もう既に御報

告していただいているかと思いますけれども、皆さん、各委員からも非常にいいというコ

メントをいただいている状況と聞いております。 

 また、スケジュールについてはほぼほぼ予定どおりなんですが、１個だけ、海外の水電

解の評価のところは、水電解装置が実は調達が不調に終わりました。これは、実は欧州の

水電解の市場があまりに活況になり過ぎて、日本が大型の電解装置で出すとかなり特殊に

しなければいけないので、その手間がとてもかけられないということで、ほとんど応札と

いいますか、開札の直前ぐらいでギブアップされてしまって、その代わり、逆に日本のそ

ういった大型の電解をやりたいというメーカーさんがいらっしゃいまして、そういうとこ

ろにお声がけをいろいろさせていただいて、ではつくりましょうと言っていただいたメー

カーさんが出てきまして、逆に言うと日本の技術を先に評価できるという体制になるので、

その部分については１年ぐらい前倒しになるというような認識でさせていただいておりま

す。 

 実際の状況ですけれども、写真を載せさせていただいていますけれども、福島再生可能

エネルギー研究所の全景が右にありますが、ここの右、赤い矢印の部分ですね、これは太

陽光パネル50kW分を剥がして場所をつくりまして、きちんと設備を造っている。この写真

ではスケルトンみたいになっていますが、今現在はもうしっかりした建物の状態になって

おります。また、海外の水電解装置は大型の電源を持つスマートシステム研究棟の隣に構

築をしておりまして、大型のシステムをここにポンと置けばそれの評価ができるというよ

うな体制を着々と進めているというような状況になっております。 

 最後のほうになりますけれども、先ほどの水電解装置が調達できませんでしたという話

も含めてなんですが、実はこのＧＩ基金に提案させていただいた時点では30億でしっかり

できると思っていたんですが、御存じのように物価がすごい勢いで上がっていますし、な

おかつ半導体不足の影響も非常にあって、資金がかなりショートするような状況になって

います。これに加え、各委員会から、我々が計画していたものよりもこういうバージョン

に上げないと将来的にずっと使えるような施設になりませんよというコメントをいただき

まして、試験用の電圧を上げる部分、それからインピーダンスと言いまして、直流成分に

交流成分を乗せて、劣化したところは触媒なのか膜なのかといったような、各要素を見分

けることができる手法があるんですが、これは小さいものはできるという話だったんです
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が、大きいものもチャレンジができる可能性があるという助言を受けて、各委員からぜひ

チャレンジしてくださいということだったので、その分の増額。それから、最近、部材の

部分が日本ではこの水電解分野では伸びるのではないかということがあり、特に、全体の

システムというよりは高圧での部材の評価、これについては我々のところしかできにくい

というようなことが分かってきましたので、そのようなところをしっかりできるような設

備を構築するということで、その分増額。また、水電解装置を海外製のものから日本製の

ものにするということで、その分が若干増額になって、合計６億の増額分をお願いしてい

るところです。これもＮＥＤＯさんの委員会のほうでは各技術的な議論をしていただきま

して、この増額については項目も含めて妥当であろうということでコメントをいただいて

いるようなところであります。ぜひお認めいただければなと思っております。ぜひよろし

くお願いいたします。 

 最後に、前回のモニタリングで御指摘いただきましたけれども、蓄電池も含めたような

システムでしっかりいろいろな幅広いシステムの試験ができるようにということですけれ

ども、我々、先ほど御紹介していますスマートシステム研究棟については蓄電池も含めた

ような再エネシステムがまさに評価できる設備になっておりますので、そこはリアルな蓄

電池も入れられますし、なおかつシミュレーションでもそれが対応できる体制になってい

ます。、なおかつそこで国際標準化みたいな活動もしていますので、そのレベル感で試験

ができると思っています。また、スタートスタートアップさんとかそういったようなとこ

ろも我々の設備を活用していただけるようにということで御提言をいただいておりまして、

これは引き続き経産省さんとかＮＥＤＯさんと一緒に合同のような形で進めていけばいい

かということで御相談してまいりたいと思っております。 

 あとは、国際的なルールメイキングなんかもしっかりやってくださいということですが、

ＩＳＯのところは国内委員会を立ち上げて、国際委員会のほうも我々エキスパートとして

しっかり出して議論をしておりますし、会議への活動もしておりますし、やっと今年はコ

ロナが明けてちゃんと海外に我々メンバーが行けるようになりましたので、今年度につい

ては海外調査もしっかりメンバーを集めて行ってまいりたいというふうに思っております。 

 大体以上で私の説明を終わりにさせていただきたいと思います。ぜひ御審議いただけれ

ばと思います。よろしくお願いいたします。 

○平野座長  どうもありがとうございます。 

 それでは、質疑に入りますが、ライブ中継を一旦ここまでとさせていただき、以降の企
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業等の説明部分におきましては後日アップロードさせていただきます。説明に用いる資料

につきましては経産省のホームページに掲載しておりますので、どうぞそちらを御参照く

ださい。 

 

【国立研究開発法人産業技術総合研究所の質疑に関しては非公開】 

 

○平野座長  それでは、時間になりましたので、本日は御説明のほうをありがとうござ

いました。引き続き積極的にお進めいただければと思います。 

 

   （国立研究開発法人産業技術総合研究所 退室） 

   （旭化成株式会社 入室） 

 

 よろしゅうございますでしょうか。お待たせして申し訳ございませんでした。それでは、

これより旭化成株式会社様から、まず資料に基づく御説明をいただき、その後質疑応答と

いうことでお願いできればと思います。 

○旭化成（工藤社長）  それでは、本日は貴重な時間をいただきましてありがとうござ

います。よろしくお願いいたします。私、旭化成の工藤と申します。今日御説明させてい

ただきます。それと、皆さんから左のほう、私のほうから右ですけれども、旭化成の研

究・開発本部長の竹中で、水素のＣＴＯの担当、技術の総責任者ということです。こちら

側がグリーンソリューションプロジェクト、水素の総括の責任者でありますけれども植竹。

３人で説明をさせていただければというふうに思います。よろしくお願いいたします。 

 最初のページでございますけれども、旭化成の成長戦略。これは、実を言うと旭化成は

昨年度に新しい中期経営計画を発表いたしまして、４月の上旬にそのリバイス、毎年ロー

リングという形で社内外に発表しているものでありますので、社内外ということはすなわ

ち私どものコミットメントというふうに御理解いただければというふうに思います。その

中で、我々の成長分野、10の事業領域について、これを成長の分野であるというふうに位

置付けております。その10の「Growth Gear」というふうに名前をつけておりますけれど

も、このGrowth Gearを３つに分けている。「重点成長」「戦略的育成」「収益基盤拡大」と

いうふうに分けておりまして、その真ん中のところの「戦略的育成」というところに我々

の水素関連の事業が位置付けられているということでございます。やや中期的な視点でも
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って成長を支えていこう、あるいは投資をしていこうということで、言うならば2030年前

後辺りを、必ずやそこで事業として実現させていきたいというような意味で概略・方向性

を持っているということで、この水素管理についても非常に重要でありまして、参考では

ございますけれども、その上の軸のセパレータで使う、この事業も我々は力を入れていま

して、これも相当中長期的に力を入れていると。それと同じような位置付けで水素関連も

位置付けているということでございます。それで、このような事業の中で我々は３年間で

6,000億円の投資をしていくということで、一部維持投資も含まれておりますけれども、

かなりの比率を成長投資にかけていくということで、旭化成グループを挙げてここに書い

てございます事業について力を入れていこうということを社内外にコミットしたというこ

とでございます。 

 次のページでございますけれども、アップデートの水電解システムの事業化に向けた取

組の状況サマリーということで、アップデートをサマリーということで書いてございます。 

 アルカリ水電解システムを主軸にして、「水素関連」を旭化成の次の成長エンジン一つ

と位置付けております。そして、研究・開発本部、さらには生産技術本部、加えて旭化成

として非常に力を入れておりますデジタル共創本部、ここを連携させて、全社的な協力体

制の下で事業化に取り組んでいるということでございます。先ほど最初に御説明したよう

に、今年度から全社の研究・開発本部長をやっております竹中のほうが水素の技術責任者

ということで関与しているという状況でございます。 

 後ほど少し出てくると思いますけれども、ＧＩ基金の研究開発項目はおおむね順調に進

捗しているというふうに理解をしております。 

 一方、市場参入について、これが非常に大事なところでございますけれども、複数のプ

ロジェクト、お客さんの候補ということで、具体的なフィジビリティスタディに着手をし

ているところでございます。これはもう皆さん御案内のとおりで、釈迦に説法かもしれま

せんが、プロジェクトの成立につきましては電力の確保、それと水素の需要がどこにある

のかの確保、それとこれは日本だけではございません、各国の補助金等を含めた経済性の

成立、これが重要だろうということで、残念ながらこの３つがそろって初めて前に大きく

前進できるという状況ではないかというのが我々の理解でございます。 

 課題認識としては、とりわけ現時点では需要家が求める水素価格と製造コストのギャッ

プは、これは現状においては大きいというふうに解釈をしております。それの解消に向け

て、我々自身も相当力を入れて努力すべき状況にあるということでございます。当社は本
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事業を通じて水電解システムの設備投資のほう、ＣＡＰＥＸの低減は当然のことながら、

電解効率の向上、そしてオペレーション・メンテナンスの技術の開発ということで、ＯＰ

ＥＸの低減にも継続的に取り組んでおります。このオペレーションとメンテナンスの技術

開発、これは我々にとっては非常にキーでございまして、電解槽の開発あるいは製造、そ

して事業のみならず、こういうサービスソリューション的なビジネスも将来に向けて相当

力を入れたいというふうに考えているところでございます。 

 一方、水電解システムの技術開発だけではなくて水素製造コストの低減には限界がある

ということで、我々自身は相当努力してまいります。引き続き日本の政府の皆さん、経産

省の皆さんには、市場創出に向けて御支援のほうをお願いしたいということが最後のとこ

ろで書いてあるということでございます。 

 続きまして、ちょっと植竹のほうから御説明をさせていただきます。 

○植竹執行役員  それでは、４ページになります。市場参入に向けた顧客候補とのプロ

ジェクト検討状況ということで御説明させていただきます。 

 我々は市場参入の活動を加速するため、事業開発のリソースというのを増員するととも

に、2023年からドイツ及び米国にマーケティング人員の配置をしております。そうしたリ

ソースを基に、グリーン水素製造プロジェクトへの参画に向けて様々な企業と意見交換を

実施し、複数のプロジェクトで具体的なフィジビリティスタディに着手しております。 

 ここに４つポイントを書かせていただいておりますが、これまで欧州、米国、アジア、

豪州、そして日本にて、10以上の大小のプロジェクトのフィジビリティスタディを検討・

実施をしてまいりました。 

 その中から抽出したポイントとしまして、１点目は欧州でございますが、ＮＥＤＯの国

際実証事業を活用して、今欧州のパートナーとの協業というものを検討継続をしておりま

す。 

 右のほう、２点目ですが、米国、こちらはＩＲＡ法の施行によりまして非常に米国市場

は活況を呈しておりますが、この米国の水素ハブへのアプローチということでエントリー

をするとともに、ＪＥＴＲＯが事務局を担うＪＨ２Ｆ（日本水素フォーラム）にも参画を

させていただきまして、今活動をやっております。 

 左下になりますが、これは本日のＧＩ基金、これを生かしまして大規模グリーンケミカ

ルプラントの実証ということをやってまいります。地域としては今はアジアもしくは豪州

というのを念頭に置きまして、パートナーの企業との議論、それから実証プロジェクトの
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確立というところに向けて、今詰めの作業を行っているところでございます。 

 最後、４点目でございますが、これは日本での製造もしくは海外からの大規模輸入プロ

ジェクトということを念頭に置きまして、値差補填の制度というものも見据えた大規模な

グリーン水素プロジェクトということへの協業検討ということも併せて進めさせていただ

いております。 

 続きまして、５ページになります。こうした市場参入もしくはいろいろな実証プロジェ

クトへの参入と検討を通じまして、１つコスト的なところがかなり分かってまいりました。

ここでは欧州での地産地消型水素プロジェクトでのフィジビリティスタディの結果で得ら

れましたポイントを話させていただきます。 

 欧州パートナー企業とフィジビリティスタディを実施した結果、現時点では需要家が求

める水素価格と製造コストのギャップは非常に大きいということで、解決すべき複数の課

題があるということが明確になりました。この課題を解決するに至りまして、ＣＡＰＥＸ

の低減、ＯＰＥＸの低減、両面で活動していく必要があります。 

 ＣＡＰＥＸの低減の中、我々旭化成としましてはもちろん水電解システムの設備コスト

ダウン、これはＧＩ基金のテーマでもございます。こちらに精力的に取り組むとともに、

あとは周辺設備、それから水素輸送を含む導入支援補助というようなものの制度設計も必

要だということも明らかになっております。 

 次に、ＯＰＥＸ低減。こちらは我々としてまさに技術開発により電解効率の向上という

ことを進めてまいりますが、やはり安価で安定した電力の確保、これも非常に大きな課題

であると思いますところで、このプロジェクトを実施していくのかということも含めてこ

ちらを検討してまいります。 

 最後に、これだけではまだ足りない部分につきましては、値差補填などの各国政府の制

度設計ということが不可欠ということも分かってまいりました。 

○竹中執行役員  では、続きまして６ページから、ＧＩ基金事業の全体の進捗状況につ

いて御説明させていただきます。 

 我々の研究開発の内容は一番左側のカラムにあります３つになりますけれども、ほぼ順

調に推移しておりますけれども、一番下の③グリーンケミカルプラントのフィジビリティ

スタディ及び技術実証において、昨年度モニタリング時点からの差異としまして、検証プ

ラントの建設の開始が遅れまして、現在、検証運転の開始が2025年の３月にずれ込む見込

みです。５か月ずれ込む見込みです。影響としては、Phase１の検証運転の期間を効率化
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させて短縮させて、全体計画には影響ないように計画を組んでおります。 

 続きまして、最後７ページですけれども、パイロット試験設備の建設状況ですけれども、

これは0.8ＭＷで１～４モジュールでの水電解システム構成の変更が可能なパイロット設

備を現在建設中です。運転中に１モジュールが故障した場合とか、夜間を想定した低出力

運転など、様々な環境における装置挙動を再現できる。機器設計や運用手法など、様々な

検証と改良に活用してまいります。 

 また、再生可能エネルギーの出力変動が再現できる装置設計になっておりまして、再エ

ネとの連携や電力系統の調整力の検証が可能となっております。設置場所は当社の川崎製

造所内にありまして、真ん中の写真が現在の建設状況でございますけれども、これをしっ

かりと2023年度内に試運転まで立ち上げて、2024年度から試験設備の本格運用に推進して

まいります。 

 以上でございます。 

○平野座長  それでは、ここから質疑応答に移らせていただきます。 

 

【旭化成株式会社の質疑に関しては非公開】 

 

○平野座長  分かりました。 

 それでは、ちょっと時間を超過してしまいましたけれども、本日は工藤社長、御説明い

ただきまして誠にありがとうございました。引き続き、ぜひ取り組んで進めていただけれ

ば。 

   （旭化成株式会社 退室） 

   （山梨県企業局、東京電力ホールディングス、東レ株式会社 入室） 

 

○平野座長  それでは、大変お待たせいたしました。山梨県公営企業管理者・村松様を

はじめ皆様方から、まず資料の御説明をいただいて、その後質疑応答ということでお願い

できればと思います。 

○山梨県企業局（村松管理者）  山梨県企業局の公営企業管理者の村松です。本日はよ

ろしくお願いいたします。 

 まず、私から経営者の取組について御説明いたします。資料の３ページの経営者のコミ

ットメントでございますけれども、１の経営者自身の関与についてですが、最初に記載が
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ございますとおり、本プロジェクトＰ２Ｇ事業を経営責任者であります私自身のミッショ

ンとしておりまして、担当セクションの職員を昨年設立いたしましたＹＨＣに編入させま

して、県企業局の人材育成制度に基づきまして評価しているところでございます。また、

今年の６月には外部有識者による会議を設置いたしまして、米倉山実証サイトに蓄積され

た成果を生かした今後の取組について検討を進めております。 

 さらに、資料７ページにございますが、米倉山産グリーン水素の本格出荷に当たりまし

て、県知事名の証書を発行して環境「価値」を流通させる取組も進めているところでござ

います。 

 加えまして、後ほど資料26ページで御説明いたしますが、昨年の御指摘を踏まえまして、

山梨県で開催された全国知事会議に合わせて十数県の知事らをサイトに迎えまして、私自

身が各種取組を説明し、連携を呼びかけたところでございます。 

 次の、２の経営戦略への位置付けでございます。本プロジェクトを主要施策として、山

梨県の総合計画並びに山梨県企業局の経営戦略に位置付けておりまして、経営戦略につき

ましてはプロジェクトの進捗などを踏まえまして改定を年度内に予定しております。また、

ＧＸリーグにつきましては、現在企業局ＹＨＣとしても加入手続きを進めておりまして、

また今年の３月には米倉山サイトの敷地内に山梨県単独で研究開発ビレッジを開設したと

ころでございます。このビレッジでは、基金事業など次世代エネルギー関連の９つの研究

開発プロジェクトを実施しております。また、これと併せまして、高校生や水素燃料電池

産業向けの人材育成セミナーなども実施しております。 

 次の、３の事業推進体制の確保でございますが、昨年度県企業局の担当職員を倍増した

ことに加えまして、本年度は外部人材の受入れ、さらにプロジェクトリーダーの増員を行

ったところでございます。特に外部人材につきましては、今後も自治体を含む幅広い業界

から受入れを進めまして体制の強化を図りながら、ＹＨＣと一体体制の下で山梨県外での

普及も積極的に進めていくこととしております。 

 私からの説明は以上でございます。引き続き、坂本から実証の進捗について御説明いた

します。 

○山梨県企業局（坂本補佐）  替わりまして、坂本のほうから実証の進捗状況を説明さ

せていただきます。 

 昨年のモニタリング以降、12月に実証準備が整ったことからステージゲート審査を受け

ました。設計が完了し、実証に移行することに関してＮＥＤＯさんの審査を受けまして合
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格し、現在、2023年では、お手元の資料のとおり、建設工事のステータスとなっていると

ころです。今後、2023、2024年と建設が続きまして、2024年度末からはＧＩ基金事業でつ

くりました水電解装置の運転を始め、2025年には１年間の実証に移行していこうというふ

うに考えています。 

 実証の場所についても、昨年度この場では御説明できなかったんですけれども、サント

リーの白州工場、こちらに決定することができました。サントリーと山梨県は協定を締結

し、このグリーンイノベーション基金事業をともに歩んでいくということになっておりま

す。 

 続きまして、技術開発についてです。12ページのとおり、水電解装置の大型化・モジュ

ール化、こちらは日立造船と東レが取り組んでいるところですけれども、20ＭＷの最適な

最小モジュール、これを組み合わせて、100ＭＷにスケールアップする設計が完了してお

り、製作が開始されているところです。 

 これに搭載します電解材料、こちらも東レ・日立造船の協力の下、目標を達成するレベ

ルのものを実験用のスタックで達成していると。また、耐久性についても高いレベルを確

認しております。 

 また、我が国の優れた部素材、これを海外のメーカーにも発展させて世界市場をつくっ

ていくということも重要です。ここに関しましては、シーメンス・エナジーと東レが協力

しまして、慣れないスタックでありながら当初の目標を大きく上回る性能、そして劣化も

ないということを確認できております。 

 また、水除湿圧縮装置、そしてボイラー装置、こちらも順調な開発が進んでおるところ

です。 

 また、17ページにまいりまして、実際にプラント設計の部分ですね。ここは東京電力の

技術を全面的に使用しまして、今後の100ＭＷ級につながるようなパッケージの規格のシ

ステム、またプラントシステム、こちらの設計が完了しているというところであります。

また、これに関する森林法や工場立地法、農地法、それらの許認可も順調に進んでいると

ころです。 

 続きまして19ページにまいりまして、昨年いただきました御意見に対する御回答になっ

ていきます。全社に対するところで、我々のモデルづくり、ここに関しましては電力線の

レギュレーションに合わせて大型化モデル・小型モデル、これをつくってデファクトで市

場をつくっていこうというふうに考えております。 
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 続きまして、20ページ。こちらはどのようなポイントで外部連携していくのかというと

ころなんですけれども、まさに水素基本戦略に乗る形で、サントリーでつくったものを直

ちに展開させていく。このためには水電解材料をさらに進めていかなければならないとい

うことで、この後東レのほうから詳しい説明がありますけれども、そちらも本事業で提案

しているところです。 

 続きまして、21ページ、山梨県のモデルです。地域における比較的大規模なこういった

生産拠点を複数つくることで、これらの生産拠点をネットワークして周辺全体を脱炭素

化・水素化していこうというモデルですね。これは水素基本戦略でも我々の意見が採用さ

れているところです。 

 そして、一番重要な、どうやってオフテイクしていくかというところが22ページになり

まして、これは各業界の先端を走るべきオフテイカーと実証試験をやっていくと。これが

解決策だろうと思っておりまして、今回の水電解装置の標準的につくったもの、これを

様々な実証スキームを使ってあらゆるジャンルに拡大していくというところの取組を加速

しています。また、そこで、先ほども申したとおり人材面での協力も進めております。 

 23ページ、山梨にいただいた御質問の内容です。こちらは第三者保有モデルをＹＨＣと

して確立しまして、幅広いユーザーに使っていただけるシステム、サービス、これをつく

っていきたいと考えております。 

 続いて24ページにまいりまして、我々の体制に対するところですね。こちらはまさにサ

ントリーさんを加えることができまして、また、やまなしハイドロジェンカンパニー、こ

ちらもこの実証設備のオペレーションを担わせるということで、体制を強化しております。 

 また、昨年評価いただいたＹＨＣに関しましては、昨年８月から国内初のグリーン水素

の供給を始め、山梨県知事はそれにグリーン水素証書をつけるということを、先ほど村松

が説明したとおりです。また、早期の黒字化を目指した取組も進めております。 

 26ページにまいりまして、やまなしハイドロジェンカンパニーを通じてどうやって山梨

からの技術を国内外に転換するかということですけれども、国内向けは地方自治体と連携

した取組としていくために、各県知事または公営電気事業者とのアライアンスを強化して

おります。また、パワートゥガスを海外に向けて転換していくために、行政サイドででき

ることとして大使館交流、そして幅広い国の皆様を御招待して米倉山で実機を見ていただ

いているという活動を進めています。 

 27ページにまいりまして、この自立分散型のパワートゥガスシステムがどこに入るのか
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ということで、エネルギーの需要場所を全国4,900の第一種指定工場を図上にプロットし、

その規模と再エネの連携、そして電力線の関係の調査を終了しているところになっており

ます。 

 以上、当方からの説明を終わらせていただきます。 

○平野座長  それでは、質疑応答に移りたいと思います。 

 

【山梨県企業局・東京電力ホールディングス・東レ株式会社の質疑に関しては非公開】 

 

○平野座長  それでは、今日は御説明ありがとうございました。引き続き頑張られてく

ださい。 

 

   （山梨県企業局、東京電力ホールディングス 退室） 

 

 よろしゅうございますか。大変お待たせして申し訳ございませんでした。それでは、こ

れより代表取締役会長の日覺様をはじめ、東レ株式会社の皆様にまず資料の説明をお願い

して、その後質疑応答、これで進めさせていただければと思います。 

○東レ（日覺会長）  東レの日覺でございます。本日はどうぞよろしくお願いします。 

 私ども東レは、2018年に策定しました東レグループサステナビリティ・ビジョンにおい

てＧＨＧ排出実質ゼロの世界などを目指すことを宣言し、優れた先端素材の力で気候変動

問題や資源エネルギー問題の解決を通じて社会の持続的発展に貢献する取組を進めており

ます。その一環として、カーボンニュートラル達成の鍵とされている水素社会の実現に貢

献すべく、水素関連素材の開発に注力をしております。水素の製造から利用の各段階にお

いて、風力発電機の大型化や燃料電池車の高性能化などに炭素繊維をはじめとする弊社の

先端素材が幅広く貢献しております。 

 グリーン水素製造装置の核心部材である電解質膜には、当社の次の成長を担う事業とし

て、経営陣のリーダーシップの下、開発事業化に戦略的に取り組んでおります。よろしく

お願いします。 

○東レ（出口常任顧問）  東レの出口でございます。ここからは私が御説明申し上げま

す。 

 ４ページですが、こちらには水電解装置のキーマテリアルとなります電解質膜を紹介し
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ております。右上の図に示しますように、水の中で電解質膜に必要な電圧を加えると水が

分解され、陽極から酸素、陰極から水素が発生いたします。東レの得意とする高分子化学

技術を駆使して独自のＨＣ電解質膜を開発し、水電解装置の飛躍的性能向上を図っており

ます。 

 次をお願いします。私どもは、このＨＣ電解質膜及びその派生事業を将来の東レを支え

る一大事業に育成しようというふうに考えております。東レグループサステナビリティ・

ビジョンには持続可能な社会の実現のための課題と取組を示しておりますが、その具体的

取組の一つが、社長がリーダーとなって次の成長ステージを担う大型テーマを設定し、そ

こに経営資源を重点的に投入して、2020年代に合わせて１兆円規模の新事業の創出を目指

すＦＴプロジェクトがございます。このＨＣ電解質膜関連の研究開発と事業化推進もこの

ＦＴプロジェクトのテーマに指定し、経営資源を重点的に投入しております。 

 次、６ページをお願いします。また、社内外のステークホルダーに対して、ここに示す

ような手段や機会を通じて、ＧＩ基金事業に採択いただいている水電解によるグリーン水

素製造の分野を中心に、東レの技術及び事業がカーボンニュートラル社会の実現に貢献す

ることを広く公表、説明しております。 

 次、７ページ。私どもはＨＣ電解質膜の事業化のために、2017年に社長直轄の専門部署

としてＨＳ事業開発推進室を設置し、また、触媒つき電解質膜ＣＣＭの製造技術を保有す

るドイツのGreenerlty社を子会社化するなどして開発を進めてまいりました。そして、昨

年６月にはこの事業を大型事業として本格的に育成すべく、取締役会の決議を経て、弊社

８番目のプロフィットセンターとしてＨＳ事業部門を新設し、専任の事業部長の下、技術

開発と事業化推進を一体で進める体制を整備いたしました。 

 次に、８ページで、弊社技術の標準化に関する取組について御説明いたします。 

 まず、水電解装置の標準化につきましては、欧州を中心に、国家プロジェクトなどを通

じて、水電解のシステム、装置、部材メーカーを糾合することで、部素材も含めてデファ

クト化していく動きが先行しております。また、規制動向として、フッ素膜などのＰＦＡ

Ｓ規制が水電解の部材にも及ぶことが指摘されております。弊社では技術センター所長を

標準化戦略責任者として事業ごとに標準化戦略担当者を配置するようにしており、電解質

膜につきましてはＨＳ事業部門長と出原主幹が担当しております。国家プロジェクトに積

極的に参画し、国内外パートナーと協力しながらＨＣ電解質膜のデファクト化、すなわち

水電解装置メーカーや最終の利用者にとってＨＣ電解質膜を搭載することが装置やシステ
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ム全体の性能を決定づけるというポジション、いわばパソコンにおけるインテル社のＣＰ

Ｕのようなポジションを実現したいと考えております。 

 私からは以上でございます。 

○東レ（出原主幹）  東レの出原でございます。事業戦略について御説明いたします。 

 10ページ、東レは、再エネ由来の電力を用いて水の電気分解からグリーン水素を製造し、

熱需要などの産業部門、ヘビーデューティトラックなどの運輸部門で活用するセクターカ

ップリングにより、カーボンニュートラル社会実現に貢献する取組を進めております。11

ページ、水電解によるグリーン水素製造は、電解質膜として2030年まで累計4,200億円と

いう巨大な市場が期待されており、東レは政府の水素基本戦略の水電解装置導入目標2030

年国内外15ＧＷに対して、日本の部素材メーカーとして貢献できるように技術開発・事業

化を加速しております。 

 12ページ、東レＨＣ電解質膜の付加価値を示します。青色の東レＨＣ膜は、オレンジ色

の基準膜に比べて効率は76から87％に、水素製造量は２倍に向上でき、水素ガスの透過も

３分の１と小さいので、水電解装置の飛躍的な高効率化によりグリーン水素コストの大幅

な低減に貢献できると考えております。 

 13ページ、ビジネスモデルです。東レグループとしましては、ＥＵ、インド、オースト

ラリアなど先行する海外市場の獲得を目指し、国内外パートナーとともに、国内だけでな

く海外にも事業展開を推進してまいります。 

 14ページですが、その中で2021年にはシーメンス・エナジー社とパートナーシップを締

結し、共同でグローバルなグリーン水素サプライチェーンの構築を目指すことを発表する

とともに、15ページに示すように、山梨県・東電とともに国内初のＰ２Ｇ事業会社「やま

なしハイドロジェンカンパニー（ＹＨＣ）」を設立しました。さらに、16ページに示すよ

うに、国内最大規模16ＭＷのグリーン水素実証サイトに山梨県のサントリー天然水南アル

プス白州工場を決定させていただくとともに、17ページに示すように、インド、スコット

ランド、インドネシアなど国際実証調査にも参画し、グローバルな事業展開を推進・加速

しております。 

 18ページから、研究開発の取組状況について御説明いたします。 

 19ページ、まず、東レは、研究開発内容〔１〕〔２〕のリーダーとして、それぞれ日立

造船、シーメンス・エナジーと共同でプロジェクトを推進しております。20、21ページに

示すように、研究開発内容〔１〕では、低コスト化、高効率化、大型化モジュール化につ
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いて、2025年ＫＰＩ及び中間目標をこのように設定して取り組んでおり、順調に進捗して

ございます。 

 22ページ、特に日立造船と中型差圧スタックを共同開発し、東レ開発ＭＥＡにより水電

解性能と耐久性の目標を達成し、2024年度中間目標達成の見通しを前倒しで得ることがで

きました。 

 23ページ、研究開発内容〔２〕では、詳細は後のスライドで御説明いたしますが、赤字

部分のＫＰＩ、中間目標を追加し、電解質膜の原料であるポリマー製造技術開発を拡充さ

せていただきたいと考えております。 

 研究開発は24ページのように順調に進捗しており、25ページに示しますようにシーメン

ス・エナジー社とも水電解性能と耐久性の目標を達成し、2024年度中間目標達成の見通し

を前倒しで得ることができました。 

 26ページ、現在世界各国においてＧＷ級水電解装置の導入が検討され、水電解装置・部

素材の国際競争が激化していることから、日本の国際競争力確保が大きな課題であると考

えております。私どもは、このＨＣ電解質膜事業を将来の東レを支える一大事業に育成す

るため経営資源を重点的に投入してまいりますが、政府にも御支援をいただきながら、こ

れら水素関連製品の生産技術開発、製造設備投資と、官民共同での国際連携、フレームワ

ーク構築、この両方を同時に強化していく必要があるというふうに考えております。 

 27ページ、ポリマー製造技術開発に関するプロジェクト拡充案を示します。本基金事業

の中では、まずは電解質膜製造のパイロットライン実証のみを2025年度までに完了させる

予定でございましたが、本プロジェクトの中で、膜の原料であるポリマーパイロット製造

を拡充させていただき、ポリマーから膜、ＣＣＭ製造、水電解装置までを一貫して実証す

ることにより、グローバルな大規模プロジェクトへの参画や社会実装を前倒しで推進した

いと考えております。 

 28ページ、最後に今後の計画です。本プロジェクトの成果を基に、グローバルなグリー

ン水素サプライチェーンの構築に貢献していきたいと考えております。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○平野座長  ありがとうございました。それでは、質疑応答に移りたいと思います。 

 

【東レ株式会社の質疑に関しては非公開】 
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○平野座長  それでは、今日はわざわざお越しいただきまして、御説明いただき、誠に

ありがとうございます。ぜひ進捗をお願いしたいと思います。ありがとうございました。 

 それでは、いつものように総合討議に移りたいと思います。 

 

【総合討議に関しては非公開】 

 

〇平野座長  本日も皆さんからいただいた意見というのを踏まえて、各実施企業、ＮＥ

ＤＯ、それからプロジェクト担当課、それぞれについてインプットを踏まえて見直しを図

っていただければというふうに思います。引き続き、この重大な国家プロジェクトでもあ

りますので、その目標実現に向けて尽力していただければと思います。 

 この取りまとめ自体、これもいつものことでございますけれども、事務局と私のほうに

御一任いただくということでよろしゅうございますでしょうか。 

   （「異議なし」の声あり） 

 ありがとうございます。それでは、本日の意見をまとめさせていただきまして、それで

企業をはじめ関係者に通知していくということをやっていきたいというふうに思います。 

 それでは、最後にお願いいたします。 

○笠井室長  本日も長時間御議論いただきありがとうございました。いただいた意見を

踏まえまして、プロジェクトの取組が一層よい方向に進んでいくように役所の側としても

促してまいりたいと思います。 

 引き続きモニタリングを進めていきたいと思います。本日ありましたように、また委員

の皆様とそれからの役所側、ちょっと今日は時間がなくてＮＥＤＯのほうから御説明いた

だく時間はありませんでしたけれども、ＮＥＤＯも含めて意見交換を活発にしながらプロ

ジェクトを推進していきたいと、このように考えてございます。引き続きよろしくお願い

いたします。 

○平野座長  ありがとうございました。 

 それでは、以上で、本日は17回目になりますけれども、閉会としたいと思います。あり

がとうございました。 

 

――了―― 
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（お問合せ先）  

産業技術環境局 環境政策課 エネルギー・環境イノベーション戦略室 

電 話：03-3501-1733 

ＦＡＸ：03-3501-7697 


